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施設基準届出関係（平成２８年度改定関係）

申請書等の名称 添付書類

特掲診療料の施設
基準に係る届出書
（別添２）

在宅療養支援歯科診療
所の施設基準に係る届
出書添付書類
（様式18）

告示

通知

参考

特掲診療料の施設
基準に係る届出書
（別添２）

歯科訪問診療料の注１
３に規定する基準の施
設基準に係る届出書添
付書類
（様式21の3の2）

告示

通知

特掲診療料の施設
基準に係る届出書
（別添２）

在宅歯科医療推進加算
の施設基準届出書添付
書類
（様式21の4）

告示

通知

参考

特掲診療料の施設
基準に係る届出書
（別添２）

有床義歯咀嚼機能検査
の施設基準届出書添付
書類
（様式38の1の2）

告示

通知

有床義歯咀嚼機能
検査

新設（先進医療の保険導入）

※有床義歯補綴治療における総合的な咬合・
　咀嚼機能検査の評価。

4 診

5 診

歯科訪問診療料の
注１３に規定する
基準

　歯科医療を担当する保険医療機関であり、主として歯科訪問診療を実施する診療所以外の診療所であるものとして、
地方厚生局長等に届け出たものであること。

１　歯科訪問診療料の注１３に規定する基準に関する施設基準
　　直近１か月に歯科訪問診療及び外来で歯科診療を提供した患者のうち、歯科訪問診療を提供した患者数の割合が
　９割５分未満の保険医療機関であること。
２ （略）

平成２８年３月１日現在の届出医療機関数 → 医科歯科併設機関４、歯科単独機関２２７、合計２３１機関

在宅療養支援歯科
診療所

改正（在宅患者の割合が９５％以上の保険医療
機関に係る要件の追加等）

※平成２９年３月３１日まで経過措置あり。

（略）

１　在宅療養支援歯科診療所の施設基準
　次の要件のいずれにも該当し、在宅等の療養に関して歯科医療面から支援できる体制等を確保していること。
　(１)過去１年間に歯科訪問診療料を算定している実績があること。
　(２)～(６) （略）
　(７)歯科訪問診療に係る後方支援の機能を有する別の保険医療機関との連携体制が確保されていること。
　(８)直近１か月に歯科訪問診療及び外来で歯科診療を行った患者のうち、歯科訪問診療を行った患者数の割合が９
　　  割５分以上の診療所にあっては、次のいずれにも該当するものであること。
　　  ア　過去１年間に、５か所以上の保険医療機関から初診患者の診療情報提供を受けていること。
　　  イ　直近３か月に当該診療所で行われた歯科訪問診療のうち、６割以上が歯科訪問診療１を算定していること。
　　  ウ　在宅歯科医療に係る３年以上の経験を有する歯科医師が勤務していること。
　　  エ　歯科用ホータブルユニット、歯科用ポータブルバキューム及び歯科用ポータブルレントゲンを有している
　　  　　こと。
　　  オ　歯科訪問診療において、過去１年間の診療実績（歯科点数表に掲げる区分番号のうち、次に掲げるものの
　　  　　算定実績をいう。）が次の要件のいずれにも該当していること。
　　  　(イ)区分番号「Ｉ００５」に掲げる抜髄及び区分番号「Ｉ００６」に掲げる感染根管処置の算定実績が合わ
　　  　  　せて２０回以上であること。
　　  　(ロ)区分番号「Ｊ０００」に掲げる抜歯手術の算定実績が２０回以上であること。
　　  　(ハ)区分番号「Ｍ０１８」に掲げる有床義歯を新製した回数、区分番号「Ｍ０２９」に掲げる有床義歯修理
　　  　  　及び区分番号「Ｍ０３０」に掲げる有床義歯内面適合法の算定実績が合わせて４０回以上であること。
　　  　　  ただし、それぞれの算定実績は５回以上であること。
２ （略）

新設（在宅患者の割合が９５％未満の保険医療
機関であることの届出）

※平成２９年３月３１日まで経過措置あり。

6

在宅歯科医療
推進加算

平成２８年３月１日現在の届出医療機関数 → 医科歯科併設機関２、歯科単独機関４３、合計４５機関

診

１　在宅歯科医療推進加算に関する施設基準
　(１) （略）
　(２)当該保険医療機関における歯科訪問診療の月平均延べ患者数が５人以上であり、そのうち６割以上が歯科訪問
　　　診療１を算定していること。
　(３) （略）
２ （略）

病
・
診

(１) （略）
(２)当該診療所で行われる歯科訪問診療の延べ患者数が月平均５人以上であり、そのうち６割以上の患者が歯科訪問
  　診療１を算定していること。

名称変更（現行名称 在宅かかりつけ歯科診療
所加算）

※届出済の場合、新たな届出は不要。
※基準の見直しあり。

7 (１)当該検査を行うにつき十分な体制が整備されていること。
(２)当該検査を行うにつき十分な機器を有していること。

１　有床義歯咀嚼機能検査に関する施設基準
　(１)歯科補綴治療に係る専門の知識及び３年以上の経験を有する歯科医師が１名以上配置されていること。
　(２)当該保険医療機関内に歯科用下顎運動測定器及び咀嚼能率測定用のグルコース分析装置を備えていること。
２ （略）

項番 届出事項 備　　考
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